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部外秘 取り扱い注意  

平成２１年８月１７日（月）１７時 
福岡県久留米保健福祉環境事務所 

 
 

福岡県久留米保健福祉環境事務所管内の高校における新型インフルエンザ

の集団発生について 
 
 本日、当管内の学校で新型インフルエンザの集団感染が確認されましたので、

現在の状況を取り急ぎお知らせします。業務の参考にしていただきますようよ

ろしくお願いします。 
 なお、この情報につきましてはまだ公表されておりませんので、取り扱いに

ついては十分ご注意いただきますようよろしくお願いします。 
 
 
１ 施設名 福岡県立三井高等学校 
 
２ 概 要  

平成２１年８月１５日（土）に、当該高校から複数の生徒がインフルエンザ

A 型と診断されていると、福岡県久留米保健福祉環境事務所に連絡あり。   
調査の結果、現在までに１１名の患者が確認され、うち１名について確認検

査（PCR 検査）を実施したところ、新型インフルエンザと確認された。 
 

３ 患者の発生状況  
診断日 ８月１４日 ８月１５日 ８月１６日 ８月１７日 計 
男 性 １ ２ １ ４ ８ 
女 性 ０ １ １ １ ３ 
計 １ ３ ２ ５ １１ 

＊ 患者１１名のうち生徒が１０名、職員が１名である。 
 

４ 患者の状況 
   いずれも軽症で、自宅療養中。患者の居住地は、小郡市、三井郡、久留

米市、朝倉市、糟屋郡である。 
 
５ 学校の対応 
   患者が所属する部活動を８月２３日まで自粛予定である。 



別紙４ 

２ 重症化及びウイルスの性状変化の監視  

 

インフルエンザ入院サーベイランス  

 

 

第１  目的  

新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）と診断された入院患者の数及びその臨

床情報を把握することにより、当該感染症による重症者の発生動向や病原性の

変化等について推察、把握する材料とする。  

 

 

第２  実施の概要  

 

１  すべての入院医療機関において、医師は、インフルエンザ様症状を呈する

患者であって入院を要するものを確認した場合（ただし、インフルエンザ迅

速診断キットＢ型陽性である場合等、新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）

であることが除外される場合を除く。）、所管の保健所に対し連絡を行う。

また、当該医療機関においては、極力、患者の検体を採取しておくこととす

る。  

 

２  当該連絡を受けた保健所は、患者の検体を入手し、地方衛生研究所に対し

てＰＣＲ検査を行うよう依頼する。  

 

３  ＰＣＲ検査が陽性だった場合、保健所は、患者の入院する医療機関に連絡

し、患者の臨床情報を入手するとともに、速やかに都道府県、保健所設置市

及び特別区（以下「都道府県等」という。）の本庁に報告する。  

 

４  また、保健所は、患者の入院する医療機関と連携し、患者の臨床情報を、

週に一度、原則として報告日の前日に更新するものとし、更新した最新の情

報を火曜日（休日の場合はその翌営業日）までに、都道府県等の本庁に報告

する。 

  

 

第３  厚生労働省に対する連絡  

 



１  都道府県等は、第２の３で入手した情報を、速やかに厚生労働省に対して

報告することとする。  

当該報告は、暫定的感染症サーベイランスシステム（ｉＮＥＳＩＤ）で行う

ものとする。 

 

２  都道府県等は、第２の４で入手した情報を、速やかに厚生労働省に対して

報告することとする。  

当該報告は、暫定的感染症サーベイランスシステム（ｉＮＥＳＩＤ）で行

うものとする。 

 

 

第４  実施時期  

 

通年、実施することとするが、新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）を含む

インフルエンザの感染が相当程度拡大し、患者数が多くなった時期には、上記

の運用方針（報告方法、報告様式等）について、適時に見直しを行う。その具

体的な時期については、おって連絡することとする。 

 

  

第５  その他 

  

１  第２の２で地方衛生研究所が検査を行うに際しては、ＰＣＲ検査に加えて

ウイルスの分離・同定を行うことも検討することとする。  

 

２  本サーベイランスにおいて報告の対象となるインフルエンザ様症状を呈

する患者であって入院を要するものとは、すなわち、一定程度以上の重症患

者である。 



別添１                       １  感染拡大の早期探知 

 

クラスター（集団発生）サーベイランス 

 

第１ 目的  

 

新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）について、放置すれば大規模な流行につな

がる可能性がある集団的な発生を早期に把握する。 

 

第２ 実施の概要  

 

１ 新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）の集団発生の端緒の把握  

 

(１) 保健所は、医師、学校の設置者、社会福祉施設等の施設長等からの連絡によ

り、同一の集団（学校、学習塾、社会福祉施設、医療施設、職場等）において、

新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）の集団的な発生が疑われる事例を把握する。  

 

ア 医師からの連絡 

 

 医師は、インフルエンザ様症状を呈する患者を診察し、問診等により、当該患

者の属する施設において、新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）が集団的に発生

している疑いがあると判断した場合、最寄りの保健所に連絡する。 （参照） 

 ・ 平成21年７月22日健感発0722第２号厚生労働省健康局結核感染症課長通知

「新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）に係る症例定義及び届出様式等について」  

 

イ 学校の設置者からの連絡 

 

 学校の設置者は、インフルエンザに感染し、若しくはその疑いがある者に対し

出席停止が行われた場合又は臨時休業の措置が行われた場合、保健所に連絡する。

また、それ以外の場合でも、同一集団（原則として同一学級又は部活動単位等）

で７日以内にインフルエンザ様症状による２名以上の欠席者（教職員を含む。）

が発生した場合、迅速に、保健所に対して情報伝達を行う（別紙１参照）。 

 （参照） 

・ 平成21年６月26日文部科学省高等教育局教育企画課長事務連絡「新型インフ

ルエンザに関する対応について（第９報）」 

 ・ 平成21年６月26日文部科学省高等教育局私学部私学行政課/スポーツ・青少

年局学校健康教育課事務連絡「新型インフルエンザに関する対応について

（第８報）」  



ウ 社会福祉施設等の施設長等からの連絡 

 

 社会福祉施設等の施設長等は、入所者、利用者、職員等において、インフルエ

ンザ様症状を有する者の発生後７日以内に、その者を含め２名以上が、医師の診

察を受けたうえで新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）の感染を強く疑われた場

合、保健所に連絡する（別紙２参照）。 

 
 （参照） 

 ・ 平成21年６月30日厚生労働省健康局結核感染症課/雇用均等・児童家庭局総

務課/社会・援護局福祉基盤課/社会・援護局障害保健福祉部企画課/老健局総

務課 事務連絡「社会福祉施設等における新型インフルエンザに係るクラスタ

ー（集団発生）サーベイランスの協力について」 

 

 (２) 連絡を受けた保健所は、都道府県、保健所設置市又は特別区（以下「都道府

県等」という。）の本庁に報告を行うとともに、地方衛生研究所にＰＣＲ検査

の実施を依頼し、(１)で把握した集団発生が新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ

１）によるものであるかどうかを把握する。 

 

２ 新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）の集団発生の規模の特定 

 

都道府県等は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平 

成10年法律第114号。以下「法」という。）第12条の規定に基づく医師の届出に

より、新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）の集団発生が確認された施設に属す

る患者の発生数等の情報を把握する。 

 

 

第３ 厚生労働省に対する報告について 

 

１ 新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）の集団発生に係る情報の報告 

 

  都道府県等は、当分の間、法第12条の規定に基づく医師からの届出を、国に対 

し、ＦＡＸ等により、直ちに報告することとする。 

 

２ その他クラスターサーベイランスの実施状況に係る情報の報告 

 

 (１) 都道府県等は、次に掲げる情報を、１週間分（月曜日から日曜日まで）集

計し、翌週の火曜日（休日の場合はその翌営業日）までに報告することとす

る。  

 



ア 第２の１の(１)で把握したインフルエンザ様症状を呈する患者の集団発生

に係る情報  

 

イ 第２の２で把握した新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）の集団発生に係

る情報  

 

ウ 都道府県等において臨時休業の要請を行い、実際に臨時休業した施設数 

 

(２) (１)の報告は、暫定的感染症サーベイランスシステム（ｉＮＥＳＩＤ）

で行うものとする。  

 

 

第４ 実施時期  

 

１ 新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）を含むインフルエンザの感染が相当程度

拡大するまでの間、実施する。その具体的な時期については、おって連絡するこ

ととする。 

 

２ なお、新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）を含むインフルエンザの感染が相 

当程度拡大した後、感染拡大の早期探知のための集団発生の把握は中止するが、 

各自治体において、ウイルスの感染性や病原性の変化を把握するため、一部の集 

団発生について疫学調査や確認検査を行うことは差し支えない。 

 

 

第５ その他  

 

１ 第２の１の(１)の検査の結果、新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）が陽性で

あった場合、地方衛生研究所は、感染症サーベイランスシステム（ＮＥＳＩＤ）

の「病原体検出情報システム」における病原体個票及び集団発生病原体票にデー

タを登録する。 

 

２ 第２の１の(１)で地方衛生研究所が検査を行うに際しては、ＰＣＲ検査に加え

てウイルスの分離・同定を行うことも検討することとする。 

 




